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1)西 尾私案及び地方制度調査会 ・中問報告 に対す る批 判につ いては,加 茂利男編 『「構 造改革」
と自沿体 再編』 自治体研究社.2003年を参照、,
グローバル経済下の自治体再編(H5)U5
て,人 口1万 人未満を数値 として例示 した中問報告 をまとめ る。
西尾私案及び 自民党の プロジェク トチーム中問報告 は,従 来の財政的な 「ア
メとムチ」の誘導策 で は,1000自治体 への集約 とい う当初EI標の達成が難 し
くなっていたため,小 規模 自治体に対 して 「後 がない」 ことを示 して 「自立の
道」 を諦 めさせ,「銃声 一発 」で合併推進 に追い立 て る効果 をね ら った もので
ある といわれ てい る31、、
実際,日 本国土 の一定部分の住民か ら,憲 法 によって保障 された地方 自治権
を剥奪す ることは,憲 法違反の行為であ り,す ぐさま法制化す ることは難 しく,
西 尾私案 は.当 面 の ところ 「脅 し」の効果以上の もので はなか った とい える。
現 に,同 年11月lIrに衆議院憲法調査会の中間報告が出され,そ のなか に地方 自
治体の人口要件 を入れ ることが論点のひとつ として盛 り込まれているので ある31。
とはいえ、西尾私案や 自民党 の中 間報告が公表されるなかで,人 口小規模 自
治体の多 くが,「財 源措 置 な しの強制 合併」 を恐れ.現 行 の合併特例 法 による
財源措置 や これまで の基金 を活用で きるうち に合併 に走 るこ とになった といえ
る。だが,他 方で,西 尾私案 に対 しては,全 国町村 会や全 国町村議長 会が強烈
な抗議 ・反対運動 を展 開 し,大 きな批判の渦が まきお こった。
もう一つの大 きな問題 は,今 回の 「平成の大合併」 は,単 に市 町村 の合併 に
留 まらない とい うことにあ る。 「西尾私案」の あ と,2003年4月に地方制度調















である小規模 自治体の取 り扱いに加え,道州制や都道府県合併のあ り方,大都
市制度のあ り方を併せて検討する必要があ るとしている。つま り,「平成の大











的にとらえる方法,あ るいは,地方自治を観念的に中央集権 と対立せ しめてと
らえる方法は,い うまでもな く非科学的な方法である。われわれは,そ のあら




5)「平成の大合併」をめ ぐる董要 な著作 と して.金 澤史男 「市 町村合併 促進 と住民サー ビスのあ
り方」 『都市問題」第90巻第3号.1999年,加茂利男 『市町村 合併 と地方 自治の未来』 自治体研
究社、2001年,川瀬憲チ 「市 町村合併 と自治体の財劇 自治体研究社,2001年.保母武彦 『市町
村合併 と地域のゆ くえ』岩波ブ ックレット,2002年,室井力編 『現代 自治体再編 論』 日本評論杜,
2002年,重森暁 ・関西地域問題研究 会編 『検証 ・市町村合併』 自治体研 究社.2002年.山田公 平
編 『市町村合併 と自治体自立への展望』 白治体研究社,2003年,岡田知弘 ・京都自治体問題研究
所編 『市町村合併の幻想』 自治体研究社,2003年.などがあ る。
6)引 用 は,大 石嘉一郎 『近代 日本の地方 自治』 東京大学出版会.1990年,3ペー ジによる(初 出
は,大 石 儲 ・郎 「地方 自治」 「者波 講座 日本歴 史16近 代3』 岩波書店.1962年)・また,「昭 和
の 大合併」 を地域の実態に即 して分析 した 島恭彦編 『町村合併 と農村の変貌』 有斐 闇.1958年も
代表 的な著作であ る。 なお,近 代 日本の市 町村合併 をめ ぐる優 れた歴史分析 と して.山 田公平
「市町村合併の歴史的考察」(室井編.前 掲 書)も 参照 のこと。
グローバル経済下の自治体再編(Il7〉II7
編 をめ ぐる政治経済的 な構図 と,そ れが実際に実施 されつつ ある地域 における
推進 ・受容 ・矛盾 ・対立 とい う位相を明 らかにするこ とを課題 と した い。
1「平成の大合併」推進の動因
1総 務省の理由付けと大いなる矛盾
そ もそ も,な ぜ政府 は,か くも執 拗かつ強硬 に市 町村合併 を推進 しようと し
ているのだ ろうか。市町村合併 特例 法の期 限(2005年3月末)が 近づいてい る
こ とも,も ちろんその一つであ る。だが,同 法自体が何度 も延長 を繰 り返 して
い るこ とを見れば,こ の ような外形 的な理 由で はな く,今 回の合併 が急がれ る
特段の理由 を明 らか にす る必要があろ う。
その手がか りとして,総 務省のホームページに示 されてい る 「理由」の検討
か ら始 める ことに しよう。そ こには,「今,市 町村 合併 が求め られ る理 由」 と
して,① 地方分権 の推進,② 高齢化 への対 応,③ 多様化 す る住民 二一ズヘ
の対応,④ 生活圏 の広域化への対 応,⑤ 効率性の向上,の5点 が掲 げ られて
い る。 これ らの論 点は,合 併 を進 めるた め,都 道府県や市 町村,合 併協議 会が
作成 した資料 に,そ の ままコ ピーされて,流 布 されてい る71。要す るに,1950
年代 の 「昭和 の大合併」以後,交 通 の発達 によ り日常生活 圏が市 町村 の区域 を
越えて広域化す る とともに,住 民の高齢化や 二一ズの多様化が進行 してお り,
地方 自治体が 自 らの創意工夫で地方分権的な行政を行 うためには,合 併 によっ
て行財政基盤 の強化 と効率 的な行政運営 を図 る必要がある とい う論理で ある。
これ らの理 由は,一 見 もっともら しいが.詳 細にみ る と,そ れ ほど説得的 な
もので ないことがわか る。第一 に,い ずれ も,合 併 の必 要性 を一般的 に指摘 し
ているだ けで あ り,な ぜ,今 必要なのかを語 っているわ けで はない。第二 に,
地 方分権 の推進 といい なが らどうして強制合併 をす るのか。 このこと自体が矛
盾 してい る。第三 に,高 齢化への対応 とい う点でいえば,狭 い方が合理的であ








は 「総合行政サー ビス体」 というものである。そもそも,地方自治は,団体自
治と住民白治の両側面からなるが,上 の捉え方は.団体自治,と りわけ総合行
政サービス体 という側面からしか地方自治体を捉えておらず,住民の自治組織





違うところにあるといえる。結論を先取 りすれば,最 大の理出は,国 の財政危
機と,それか らの脱却策 としての行政改革にある,,国の財政危機の一環として
地方財政危機がある。市町村合併は.長 期的に見れば,地 方交付税交付金の削













である%そ の後,不 況が長期化 し国家財政の赤字が累積するなかで,政 府は
地方債の発行条件を緩和することによって,景気対策として地方自治体主導の
公共事業を拡大する。これが,地 方財政の危機を深化させ ることになる,





くり・地域づ くり」を目標に.6大 分野での行政改革をすすめたが,そ のなか
で国と地方の行財政権限の見直 しが行われ,地 方分権一括法及び中央省庁等改
革という形で2000～2001年にかけて次々と具体化されていく。その際,最後 に










という与党行財政改革推進協議会の方針を,そのまま数値 〕標 として取 り入れ
8)同 答 申につ いて は.拙 稿 「行革審路線で地域は本当に 『豊か』 になるのか」 『賃金 と杜会保障』
第1064号,1991年8月を参照 されたい 、































では,経 済のグローバル化 とと もに推 し進め られている 「国の姿 のつ くりか
え」 とは,い か なる歴史 的意味 をもつ ものなのだろ うか。
日本が近代 国家 を形 成 してか ら現在 に至 るまで,過 去2回 の市 町村 「大合
併」が あった。最初が町村制 の発足 に合わせて実施 され た 「明治 の大 合併」で
あ り.次 が1950年代前半 の 「昭和の大合併」であ った。かつ て,島 恭彦 は,前
者を資 本主義体制 の下 に7万 の小農村 を引 きず り込 む もの,後 者 を独 占段階 の
資本 主義が地主勢力消滅後の農村支配網を再編する ものと,端 的 に特徴づ けて
い る剛,,
この ような視点 を援用 して,「平成 の大 合併 」を特徴 づ けるな らば,経 済の
グローバル化 のなかで急速 に進んだ 「住民の生活領域 として の地域」 と 「資本
の活動領域 としての地域」 との乖離1〉を,後 者の論理 によって強制的 に再編統
合す る ものであ るとい える.す なわち,多 国籍企業が主導す る 「グローバ ル国
家」づ くりの一環 と しての国内支配体制の再編,と 位置づ けることがで きよう。
「グローバル国家」 とい う用語は.経 済団体連合会が1996年1月に公表 した
「魅力 あ る日本一 創造へ の貴任一 経団連 ビジョン2020」で使用 されてい
る造語であ る。そ こでは,「活力 あるグローバ ル国家」づ くりを基 本理念 とし,
具体的 には 「メガ5コ ンペテ ィシ ョン(大 競争)の 時代 にあ って,わ が国は,
意欲の ある若者や,内 外の独創 的な企業 が創意工夫 に基づ く自由な活動 を行 う
こ とがで きる事業環境 や生活環境 を整備 で きないままにきた」 とい う認識の 下
に、規制の抜本的見直 し,中 央 政府 の スリム化 と省庁の再編成.首 都 機能の移
転 な どを内容 と した 「新U本 創造 プロ グラム2010(アクシ ョン21)」とい う



































都道府県知事 に至 るライ ンによる官僚的 コン トロールが強力 に推 し進め られ る
こ とになる、,一方 にお ける財政危機の深化 と地方交付税交付金の削減圧力,さ
らに西尾私案 に見 られ る人 口小規模 自治体 か らの自治権の強制剥奪の動 きと,
他方 における合併特例債を は じめ とす る様 々な優遇措 置と都道府県か らの指導
が 。市町村長や行政幹部のr大 政奉還」意識 を助長 させてい ることが,政 治的
な受容基盤 を形成 してい るといえよ う問。
第二の推進t体 は、財界 ラインである。2001年に,総 務省 の市 町村合併 推進
1の別働 隊 として,「21世紀 の市町村合併 を考える国民協議 会」が設立 され ,政
府 と一体 とな った推 進運動を開始 する。同協議 会の役員には.会 長の樋 口廣太
郎 ・アサ ヒビー ル相談役名誉 会長 をは じめ として.関 西経 済連合 会会長(関 西
電力),日 本商工会議所 会頭(旭 化成),経 団連副会長(ソ ニー),日 本経営者
団体連盟会長(ト ヨタ自動 車),経 済同友会代表幹事(富 士ゼ ロ ックス),(財)
社会経 済生産1生本部理事長 とい った財界 人,日 本青 年会議所前 会頭,連 合会長 ,
マ スコ ミ代 表 らに加 え.全 国農協 中央会会長 も名を連ね ている ことに注 目 しな
ければな らない。 いわ ば,多 国籍企業 を中心 とした中央財界か ら,地 域 の足元
で開発志 向型提案運動 を行 ってい る青年会議所や商工 会議所,そ して広域合併
しつつ ある農協組織 を も含む地 方経 済団体 が重層 的に組織 され てい るのであ
る、
特 に,日 本青年会議所(以 下,JCと 略す)あ るいは全国農協 中央 会 とい う
よ うな地域 の現場 に活動集団 を有す る組織 が加わ ってい る点が注 目され る。 と
い うの も,各 地で合併への推 進役 にな っているのは,成 長志向型の企業を中心
に しているJCだ か らであ る。静岡市 と清水市 の合併 の場合 もそ うであ るし1墨),
京都府北部 にあ る丹後6町 の合併 の場合 も,や は りJCの 会員企業 が早 くか ら
13)京都府ドの各市町村合併担当者へのメールによるアンケートによると,含併協議会に参加して
いる小規模自治体においても、国による合併強制に対する反発が強いことが確認できる、京都大







に,経団連が 「地方行財政改革への新たな取組み 行政 ・住民 ・企業の全員
参加による改革促進を一 」と題す る文書を発表する、,そこには,市 町村合併
を進める理由として,以下のような点があげられていた。
「例えば,中小規模の白治体における電子化への取組みの遅れとともに,地
方自治体毎の煩蹟な許認可等の申請手続 きや庁内の縦割 り行政等が,効 率的 ・
合理的な企業活動の展開を阻害し,事業 コストを押 レ上げ,グ ローバルな市場
競争面での障害 となっている」16)。つまり,先述の 「グローバル国家」論 と同
様で,グ ローバルな市場競争の障害として地方 自治体毎の煩環な許認可手続き













15)丹 後6町 合併 に お け る青 年会 議 所 及 び 会 員 企 業 の動 向 につ い て は,芳 野 俊 郎 「市 町 村 合 併 と地
場 ・中 小 企 業j(岡Il.1他編 、 前掲 書),参 照 、,




業につぎ込む予定」であ り,具体的には 「廃校になった中学校を改築した 『篠














治体によるPFI市場への期待 も高まっている。とい うのも,第P1図が ら分か
るように,PFI事業は,自 治体の人口規模が大 きくなればなるほど,そ の導
入を検討した り,現に導入したりする比率が増大するからである。
第二に,今回の大合併については,建設業 と同様に不況に喘いでいる情報関
連産業が積極的な市場拡大に乗 り出 していることが大 きな特徴である。これは,
例えば500平方キロメー,トルを超えるような広域合併が行われることになると,
市役所か ら遠 く離れた周辺部の旧町村の住民への行政サービスが格段に低下す
17)以上の引 用は・『読売新聞』2003年21122日付 特集記事 「特例 債 を逃す な ゼネコ ン東奔西
走」 による。なお、合併特例債 に ともな う財政負担 及び 「合併バ ブル 』の問題につ いては,川 瀬
憲子 ド市町村合併 と自治体 の財政』 自治体研究社,2001年が,詳 しい。
18)合併特例 債の歳出規模 について は,重 森暁 『入門現代地方 自治 と地方財政1白 治体研 究社 .
2003年,ll4一】15ページによる。
126(126)第173巻 第1号














版 した著作には,「平成の大合併が何よ り明治や昭和のそれ と大 きく異なって
いるのは,行政運営に情報 システムが深 く関っており,情報 システムの統合抜
きには考えられないということである」という表現がなされている20)。今回の





こうして,「平成の大合併」は.単 に国からの 「強制的押 し付け」ではなく,
成長志向型企業家や建設業,情 報産業など特定産業への利益誘導による受容某
盤の創山によって,「自主的」 に推進されることになる。
19)総 務 省 ホ ー ムペ ー ジ,ht駝p:/〈vww.soumu、gojp/gapei/index.htmLによ る.













ついては従来5万 人超を日安としていたものが3万 人で可能 とされたのである。
このような動 きの代表例が,政 令市を目指 した 「さいたま市」の合併であ り,
それに続 く静岡市 と清水市 との合併331,そ してこれを追う岡山市の合併への動
きである。岡山市では。道州制導入をにらみ,「州都」指定を口指 し,広 島,
高松 と競争するため,人 口70万人を超える 「政令市」の実現を目指 しているの
である二駕 また,津 市や大垣市など中規模都市では,この間制度化された 「中
核市」の実現をめざし,人口30万人の確保を目標にした広域合併をすすめてい
る。津市では,県都でありながら,県内人口第1位都市の四日市市の人口を下
21)中核市 は・1995年度 か ら施 行された制度てあ り,「指定都市が処理す ることがで きる事 務の う
ち,中 核市が処理す るよ りも都道府県が ・体 的に処理す るほうが より効率的な事務を除 き、中核
市 に対 して委譲」す る もので あ り,指 定要件は 人口30万人以上 ,面積100平方 キロメー トル以 と
とされ てい る(市 町村 自治研 究会編 『改訂版Q&A市 町村合併 ハ ン ドプ ック』 ぎ ょうせ い.
1999年)、、
22)特例市は,21)OO年度か ら施行 された制度であ り 「中核市に権 限委譲 されている事務 のうち、都
道府 県が一体的 に処理す るほうが よ り効率的な事務を除 き,特例市 に対 して も委譲jし た もので
あ り。指 定要件 は人口20万人以上 とされてい る(同 上書)、
23)さいた ま市 につい ては定方 弘光 「合併後 の さいた ま市を検 証す る」 『自治 と分権』 第9号
,2
002年10月,静岡市 については:二橋,前 掲論文,参 照.
24)岡山市での合併への動 きについては岡山市職 員労働組 合自治研推進委員会 『岡山市政の今 日と















丹後地域での広域合併必要論を早 くから展開 してきたのは,社 団法人 ・峰山
青年会議所である。全国組織である日本青年会議所の方針に合わせて,90年代
末から広域合併に関するキャンペーンを,同会議所の設立エ リアである丹後6
町内で実施 してきた。2001年12月からは.毎 月,機 関紙である 『峰山青年会議
所新聞』(発行部数2万1700部)において,合 併をめ ぐる全国情勢,制 度,法
律等を紹介 した り,独自アンケー トを実施して,合併推進の運動を行ってきた。
峰山青年会議所は,1966年に設立され,59人の会員,156人のOBを 擁 して
いる。2000年9月には,会議所創立35周年記念事業として,「1人で も多くの
丹後の人たちに広域合併 についての情報を伝 え理解 して頂きたいとい う思い
で」吉本興業による新喜劇 「力を併せ」を講演 したのに続いて.会 議所内に合
併推進室を設けて広域合併を推進する体制をとった2㌦
25)津市 の合併運動 については立石芳夫 「規模拡 大に より県都 を守ろ うとす る三重 県津市」(山田





国 ・地方を通 じる財政の著 しい悪化など市町村を取 り巻 く情勢が大 きく変化 し
ている屯 市町村の行政サービスの水準 を維持 ・向上 してい くとともに,行政
の効率化を図るため,市 町村合併を求める声が各地で高まっています」27)とい
うように.総務省の主張する一般論をそのまま引用 しているにすぎない。2002
年度の同所理事長あいさつにおいて も,前述 と同 じ情勢記述をした うえで,
「また,今 後は 『地方の時代』『地域問競争の時代』であるとも言われていま
す。こんな時代 を乗 り切 り.活気あるまちとして生き残って行 くには,丹 後6









ちなみに,6町 の財政状況を比較すると,峰山町と他5町 ,と りわけ丹後町,
弥栄町との財政力の格差が目立つ。2000年度の住民1人 当たり地方税は,峰 山
町が1L4万円であるのに対 し,最低の丹後町は約半分の5.7万円,弥 栄町は6。4
万円にとどまる(第2図)。 また,支 出の面では,1人 当た り公債費が最 も多
いのは丹後町の1L3万円であ り,以下弥栄町の8.2万円,久美浜町の7,1万円,
峰山,大宮両町の5・8万円,網野町の4.6万円が続 く。丹後町や弥栄町では,90
年代に積極的な建設投資,ハ コモノづ くりが行われ,そ れが強 く影響 している
27)同 ヒ。











丹後6町 の住民1人 当た り地方税額及び公債費(2000年度)
0 峰 大 網
山 宮 野
町 町 町



















予測 によれば,2005年3月末までに2000弱ほ どになる見通 しである2%しか
も,合併への動 きは,か な り大きな地域的不均等性を帯びている。
第3図 は,2003年6月19日時点で法定合併協議会に参加している市町村の比
率を,都道府県別に示 した ものである。75%以上の市町村が参加 しているのは
岐阜県,鳥取県,島根県,山 口県,愛媛県,大分県,佐賀県.長崎県の8県 で































































































































































を含め文字通 り 「血の雨」をみるような地域紛争が起 きた点に留意すべきであ
る駕、,これは,何 よりも当時の住民の生活圏域に直接関わる行政区画の変更を
















策を打ち出 している。福島県では,2003年1月に,合併 しない市町村に対 して
30)全国町村会 『全国町村 会史』1958年,186ペー ジ.
31)同上書.167-173ペー ジ.





勢を示 している泰阜村.坂 城町,小 布施町,栄村の4町 村 と県 とで 「市町村
『自律』研究チーム」を設け,調査研究を進め,2003年度に 「市町村 『自律』





丹後市の新設合併が決定されたほか.宮 津 ・与謝地域1市4町 及び.福 知山地'
域1市3町 の法定合併協議会が協議を続行中である。他方,京 都市南部の都市
化地域に属する宇治 ・城陽 ・久世 ・綴喜地域4市3町 合併及び,関 西学術研
究都市が建設中の相楽地域7町 村合併については,任意合併協議会はつ くら












33)福 島 県 ホ ー ム ペ ー ジ.hup://www.pref.fukushmajp/kouiki/pdf/gyouselshien.pdfによ る.










宇 治 ・城 陽





均等性が〕立っている,.例えば,宇治 ・城陽 ・久世 ・綴喜地域では,住民アン





























































































































































































































































立つならば,条例制定をして しかるべき数字に達 していた,,丹後6町 では,住










合併」 と,住民の生活領域 としての地域との矛盾が,顕在化 したものであると
いえる,、あるいは,「団体自治」の量的拡充のみに走 り,「住民自治」を空洞化
させることへの自治体の主権者である住民の反発であるともいえよう。
このような周辺部住民の反発を予想 して,今 回の合併特例法では合併 した旧
市町村単位に地域審議会を置 くことがで きるとした。しかし,同審議会は,lO
年～15年の時限つ きで認められるものであり,行財政権限を伴わない諮問機関










化をうたってはいるが,課 税 も借金 も認めなかった。合併による住民の不満を
取 り除くための 『装置』 としか思えず,住 民の自己決定権を保証 したとは言い
難い」 という厳 しい批判がなされた36'。













対立せざるをえな くなる、.「資本の活動領域 としての地域」 と 「住民の活動領







福島県矢祭町,山 梨県早川町,長野県栄村,泰阜村,新 潟県津南町,岐 阜県白
川村,奈 良県山添村等,県 境に位置する条件不利地域で独自の地域づ くりを展
開してきた自治体が,次 々と 「非合併」,「自立」を宣言,選 択 していることは
その証左である。















核 となって,ひ とつの地域のなかでの産業の発展と生活の向上,景 観や文化資
37)山田,前 掲論文,254ベー ジ。
38)拙稿 「農 由村 白立の経 済学」(加茂編,前 掲書)及 び高橋彦芳 ・岡田知弘 『自立をめざす村』
自治体研究杜,2002年を参照されたい、,
グロー バ'レ経済下の自治体再編(139)139
産の維持拡大が,有 機的に連携 しながら可能 となり,グローバル競争下にあっ
















在 しているが,こ れ らの国と日本とでは決定的な違いがある。すなわち.LI本
は穀物 白給率が30%,石油の自給率がほぼ0%で あるのに対 し,米英両国とも
国内に盤石な食糧供給源及び石油資源を保有 しているということである,,ここ
に,日本の急速なグローバル化が孕む危うさがある.ひ とたび中東での戦乱が
長期化 した り.農産物輸出国での天候異変がおこれば.国 内の経済的な再生産
が大きく撹乱されるだけでなく,人間が生活するために絶対必要な食料 ・エネ
ルギー源さえ確保できな くなるとい う危機が現実化しつつあるといえよう。か
つて,ア ダム ・スミスが英国の重商主義政策を批判 して,ローマ帝国崩壊の歴
39)桑原武史 「大都市 自治体の 産業政策」(安井国雄 ・富澤修身 ・遠藤宏一編 『産業 の再 生 と大都
市」 ミネルヴ ァ書房.2003年)。
140(140)第173巻 第1号
史を振 り返 りなが ら 「どこを根拠 に営むか は,ほ とん どどうで もいい」商 人を
優遇す るので はな く,国 内の農業 ・農村 に対 して生産的投 資を行 うべ きである
と警告 した ことが。現代の 日本で現実味 を もって響 きわた ってい るよ うに思 わ
れ る4。).
40)ア ダム ・ス ミス,水 田洋 監訳 ・杉 山忠平訳 『国富論(2)』 岩波 文庫,200(嘩,第三編 を参照
されたい,、
